























































クト, あるいは ｢JGSS (日本版総合社会調査)｣ (大















の変化をとらえた針原 (2018) は, この間に直系核家

















アメリカではMcPherson et al. (2006) が GSS (Gen-






















調査｣ では, この40年ほどの間に, 親せき, 職場, 隣
近所といった複数の種類の交際関係において, ｢全面

















































































｢同居している (いた) あなたの親｣ ｢あなたの姉妹
(義理を含む)｣ などの家族や親族, ｢近所の人｣ ｢子ど
もを介して知り合った人｣ などの友人・知人, ｢病院







ば図１の (ケ) (コ) は2003年の第３回調査から, (ウ)
(サ) は2008年の第４回調査からそれぞれ追加された
項目であり, また第３回調査までは (ア) 以外の項目





できる項目は少ない6)｡ 唯一, (ア) ｢出産や育児で困っ













況にある (あった) ととらえて, たとえば, 出産・育
児の相談相手として夫と自分自身 (｢あなた (第３回





表１ 全国家庭動向調査 (第１回から第５回まで) の有効回収率





第１回 1993年 238 11,480 10,691 9,252 93.1％ 80.6％ 6,083
第２回 1998年 300 13,630 12,398 11,951 91.0％ 87.7％
8,186
(7,578)
第３回 2003年 300 12,681 12,681 11,018 88.5％ 76.9％
7,771
(7,252)
第４回 2008年 300 13,045 11,046 10,009 84.7％ 76.7％ 6,870
第５回 2013年 300 12,289 11,180 9,632 91.0％ 78.4％ 6,409


























あるが, そのうち ｢同居している (いた) あなたの親｣
と ｢別居している (いた) あなたの親｣ は ｢あなたの
親｣ として, ｢同居している (いた) 夫の親｣ と ｢別
居している (いた) 夫の親｣ は ｢夫の親｣ としてそれ








































3.8％ 4.0％ 4.7％ 8.1％


































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































に, ｢近所の人｣ が長期的に減少しており, 2008年の
第４回調査以降では ｢インターネット｣ を下回る割合













親族関係 (図中では ｢親族｣), 家族・親族関係以外の
社会関係 (同 ｢非親族｣), 公共機関や外部サービス






















夫 72.6％ 72.9％ 70.8％ 74.5％
あなたの親 78.7％ 82.9％ 86.6％ 82.2％
夫の親 31.1％ 33.4％ 33.4％ 32.4％
あなたの姉妹（義理を含む） 30.5％ 31.5％ 35.5％ 29.0％
夫の姉妹・その他親族 12.6％ 10.0％ 6.7％ 7.2％
近所の人 20.8％ 12.0％ 6.9％ 5.7％
職場の同僚・友人 26.5％ 12.2％ 13.0％ 11.9％
子どもを介して知り合った人 24.8％ 31.4％ 26.0％ 24.2％
職場以外の友人 16.9％ 30.3％ 31.5％ 29.9％
地域のボランティア 0.7％ 0.6％ 0.7％ 1.1％
保育所（保育士） 7.1％ 6.3％ 6.3％ 7.2％
家政婦・ベビーシッター 0.2％ 0.3％ 0.5％ －
有料の一時預かり施設 0.2％ 0.8％ 0.6％ －
病院（医師） 11.2％ 10.5％ 8.4％ 4.5％
保健所（保健師） 7.5％ 6.5％ 8.9％ 5.4％
市町村役場 0.6％ 0.9％ 0.9％ 0.7％
書物・雑誌・ラジオなど 14.7％ 10.9％ 6.4％ 4.4％
インターネット ＊ 3.4％ 7.3％ 10.1％

























































なく ｢間柄｣ であるが, これらの社会的属性や環境が
特定の間柄との関係を阻害する, あるいは促進する可
能性があることは想定できる｡ その間柄の選択という

























































































外) と, 配偶者である夫の調査年１年前の年収 (選択
肢の中央値を用いて実額に置き換えたもの (数値は10


























に対する回答 (｢まったく賛成｣ ～ ｢まったく反対｣
の４段階尺度) を値が大きいほど性別役割分業規範が





係それぞれについての満足度 (｢非常に満足｣ ～ ｢非
常に不満｣ の４段階尺度) を値が大きいほど満足して






















数｣ (最小値＝１, 最大値＝６) を用いた｡ 表４は分
析に用いる独立変数の記述統計である｡ なお独立変数
と調査年 (調査回) の関連について, カテゴリカルな
変数 (居住地, 妻学歴, 妻就業形態) はカイ二乗検定














た人｣ 以外, いずれの年 (回) とも有意な効果を示し
ている｡ 1998年の第２回調査からの15年間で ｢近所の
人｣ ｢職場の同僚・友人｣ についてはより選ばれない












































数 (１＝2013年調査, ０＝その他) とすべての独立変
数の交互作用効果を４つの従属変数について確認した｡
その結果, ｢職場の同僚・友人｣ についてのみ, 2013



































































































































































































































































































































































































































































































































































































































Intercept 2.245 ** 1.875 ** 1.075 ** 1.024 **
(0.064) (0.055) (0.041) (0.039)
調査年
2003年 (第３回調査) 0.590 ** 1.190 ** 0.314 ** 0.663 **
(0.125) (0.127) (0.101) (0.107)
2008年 (第４回調査) 1.214 ** 1.213 ** 0.067 0.839 **
(0.159) (0.135) (0.110) (0.111)
2013年 (第５回調査) 1.392 ** 1.372 ** 0.097 0.726 **
(0.194) (0.156) (0.122) (0.122)
年齢 (平均からの距離) 0.009 0.010 0.049 ** 0.033 *
(0.019) (0.017) (0.014) (0.013)
居住地 (DID) 0.199 0.048 0.254 ** 0.109
(0.122) (0.105) (0.089) (0.084)
妻学歴 (大学・大学院) 0.170 0.690 ** 0.284 ** 0.159
(0.153) (0.150) (0.106) (0.108)
夫収入 [万円] 0.003 0.004† 0.011 ** 0.004 *
(0.002) (0.002) (0.002) (0.002)
妻就業形態
自営業主・家族従業者 0.566 * 0.380† 0.540 ** 0.254
(0.242) (0.218) (0.176) (0.173)
パートタイム 0.375 * 0.930 ** 0.145 0.033
(0.166) (0.139) (0.112) (0.111)
フルタイム 1.308 ** 2.017 ** 1.306 ** 0.089
(0.228) (0.125) (0.144) (0.110)
性別役割分業規範 0.189 ** 0.207 ** 0.021 0.094†
(0.073) (0.066) (0.053) (0.052)
夫との関係満足度 0.105 0.087 0.112 * 0.062
(0.076) (0.071) (0.056) (0.055)
親との関係満足度 0.047 0.031 0.057 0.150 *
(0.087) (0.078) (0.062) (0.061)
子ども数 0.417 ** 0.091 0.162 ** 0.254 **
(0.065) (0.063) (0.049) (0.051)
Nagelkerke Rsq. 0.120 0.205 0.097 0.050
chisquare
232.350 ** 467.767 ** 249.671 ** 125.636 **
() () () ()
N 3,588 3,588 3,588 3,588















































































































































2) 近年では JGSS, 全国家族調査の各プロジェクトに
おいてもパネル調査として設計された調査が組み込ま
れている｡
3) McPherson et al. (2006) による分析結果について
は, その後 Fischer (2009) によって統計分析上の技
術的観点と社会関係の変容に対する解釈という点でそ
の妥当性について批判がなされ, さらに反論
(McPherson et al.(2009)) が行われるなど議論がなさ
れた｡










所 (2000, 2007, 2011, 2015) のほか, 同研究所のウェ
ブサイト (http://www.ipss.go.jp/site-ad/index_Japanese/
ps-katei-index.html) においても公表されている｡
6) この質問項目には選択肢に ｢あなた (第３回調査ま
では ｢妻｣ と表記)｣ という選択肢があり, たとえば
























10) DID地区 (人口集中地区) とは ｢統計データに基
づいて一定の基準により都市的地域を定めたもの｣




では ｢炊事｣ と ｢食事の後片付け｣ に分けられている
など, 質問項目の内容と数は調査によって若干の変化
がある｡ なお夫の家事参加, 育児参加と夫婦関係 (結
婚生活) への満足度には強い関連がある (cf. 山口
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